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１．事業概要

（１）事業の現況

　① 給水

　② 施設

　③ 料金

　④ 組織

茨城町工業用水道事業経営戦略

料金体系の
概要・考え方

　条例において料金を定めており，将来にわたって安定した給水を確保するた
め，責任水量制（契約水量の全部又は，一部を使用しなかった場合でも，契約
水量まで使用したものとみなして料金を負担する制度）を採用。

　基本料金　100円／㎥（税抜）

　　・基本使用水量（契約水量）の料金

　特定料金　200円／㎥（税抜）

　　・基本使用水量を超える給水の申込みを受けた場合において給水能力に余
　　裕がある時に，期間を区切って市長が認めた特定使用水量の料金

　超過料金　200円／㎥（税抜）

　　・基本使用水量または，特定使用水量を超えて使用した水量の料金

料金改定年月日
（消費税のみの改定は含まない）

現在まで改定実績なし

計 画 期 間

茨城県茨城町

茨城町工業用水道事業

令和  ４ 年  ３ 月

令和  ４ 年度　～　令和 １３ 年度

団 体 名

事 業 名

策 定 日

供用開始年月日

給水先事業所数 0 事業所 一日平均配水量 0 ㎥

未供用 契　約　水　量 0 ㎥／日

水 源 地下水

浄水場設置数

配水場設置数
管 路 延 長

1 箇所

0 箇所
1.57 千ｍ

現 在 配 水 能 力

施 設 数

計 画 配 水 能 力 600 ㎥／日600 ㎥／日

都市建設部

水道課 業務Ｇ 上水道担当

工業用水道担当（１名：兼任）施設整備Ｇ



（２）これまでの主な経営健全化の取組

２．将来の事業環境

３．経営の基本方針

（１）投資・財政計画（収支計画）　：　 別紙のとおり

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　① 収支計画のうち経費についての説明

　② 収支計画のうち財源についての説明

（３）今後検討予定の取組の概要

４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

　工業用水道の需要発生時に安定して供給するため，施設及び設備の適切な維持修繕を図る。

　令和２年度末における茨城工業団地内の立地状況は，すべての区画において操業している。し
かし，工業用水道の需要は発生しておらず，将来において給水需要発生の予測が不可能である。

　工業用水道事業は同じ公営企業として，水道事業と同じ組織の中で運営し，管理経費の縮減を
している。

(１) 人件費
　　　人件費は水道事業担当者が兼任し，工業用水道の人件費は計上しない。
(２) 動力費
　　　令和３年度の決算見込値を計上。
(３) 減価償却費
　　　本計画期間内での新規投資は実施しないため，既取得資産に係る減価償却費を計上。

(１) 料金
　　　未供用により計上しない。
(２) 一般会計補助金
　　　未供用により料金収入が発生しないため，資金不足額を一般会計より繰入。

　将来的な水需要の予測が不可能であり，今後の事業運営（事業廃止を含む）の検討が求められ
る。

経営戦略の事後検証，更新
等 に 関 す る 事 項

　毎年度，経営戦略と実績の比較を行い，５年を目途に適切な
事後検証を行うほか，計画と実績に大幅な乖離が生じた場合に
は随時，見直しを行う。



様式第 2 号（法適用企業）

投資・財政計画（収支計画：収益的収支）

R 1 年度 R 2 年度 R 3 年度
（決算） （決算） （決算見込）

(A) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(B)

4,789 4,780 2,598 2,320 2,320 2,320 2,320 1,481 946 946 946 946 871

4,764 4,756 2,573 2,295 2,295 2,295 2,295 1,456 921 921 921 921 846

4,764 4,756 2,573 2,295 2,295 2,295 2,295 1,456 921 921 921 921 846

25 24 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25

(C) 4,789 4,780 2,598 2,320 2,320 2,320 2,320 1,481 946 946 946 946 871

5,494 4,566 2,501 2,223 2,223 2,223 2,223 1,384 849 849 849 849 774

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,210 282 429 429 429 429 429 429 429 429 429 429 429

72 72 123 123 123 123 123 123 123 123 123 123 123

910

228 210 306 306 306 306 306 306 306 306 306 306 306

4,284 4,284 2,072 1,794 1,794 1,794 1,794 955 420 420 420 420 345

115 27 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

115 27

(D) 5,609 4,593 2,501 2,223 2,223 2,223 2,223 1,384 849 849 849 849 774

(E) △ 820 187 97 97 97 97 97 97 97 97 97 97 97

(F)

(G)

(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 820 187 97 97 97 97 97 97 97 97 97 97 97

(I) 677 864 961 1,058 1,155 1,252 1,349 1,446 1,543 1,640 1,737 1,834 1,931

(M) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

R 11 年度 R 12 年度 R 13 年度R 4 年度 R 6 年度 R 7 年度 R 8 年度 R 9 年度 R 10 年度

 健全化法第22条により
 算定した資金不足比率

((N)/(P)×100)

 健全化法施行令第17条により算定
 した事業の規模

(P)

 健全化法施行規則第6条に規定する
 解消可能資金不足額

(O)

 健全化法施行令第16条により算定
 した資金の不足額

(N)

 営業収益-受託工事収益 (A)-(B)

 地方財政法による資金
 不足の比率

((L)/(M)×100)

(A)-(B)

 地方財政法施行令第15条第1項に
 より算定した資金の不足額

(L)

 当年度純利益（又は純損失） (E)+(H)

 繰越利益剰余金又は累積欠損金

 累積欠損金比率 （
(I)

×100　）

経　常　損　益 (C)-(D)

 特別利益

 特別損失

  (3) その他

支　 出 　計

そ　の　他

  (2) 経費

動　力　費

修　繕　費

材　料　費

受　水　費

 特別損益 (F)-(G)

R 5 年度

収
　
　
　
益
　
　
　
的
　
　
　
収
　
　
　
支

収
　
益
　
的
　
収
　
入

 １． 営業収益

  (1) 料金収入

  (2) 受託工事収益

  (3) その他

 ２． 営業外収益

  (1) 補助金

・　　　　　　　　　　　年　　度
区　　分　　　　　　　　　　　・

他会計補助金

その他補助金

  (2) 長期前受金戻入

  (2) その他

収　 入 　計

収
　
益
　
的
　
支
　
出

 １． 営業費用

  (1) 職員給与費

基　本　給

退職給付費

そ　の　他

  (3) 減価償却費

 ２． 営業外費用

  (1) 支払利息



様式第 2 号（法適用企業）

投資・財政計画（収支計画：資本的収支）

R 1 年度 R 2 年度 R 3 年度
（決算） （決算） （決算見込）

(A) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H)

106,032 110,316 112,388 114,182 115,976 117,770 119,564 120,519 120,939 121,359 121,779 122,199 122,544

〇他会計繰入金

R 1 年度 R 2 年度 R 3 年度

（決算） （決算） （決算見込）

4,764 4,756 2,573 2,295 2,295 2,295 2,295 1,456 921 921 921 921 846

4,764 4,756 2,573 2,295 2,295 2,295 2,295 1,456 921 921 921 921 846

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,764 4,756 2,573 2,295 2,295 2,295 2,295 1,456 921 921 921 921 846

R 12 年度 R 13 年度

R 4 年度 R 6 年度 R 7 年度 R 8 年度 R 9 年度 R 10 年度 R 11 年度 R 12 年度

0 0 0

R 13 年度

0 0

R 4 年度 R 6 年度 R 7 年度 R 8 年度 R 9 年度 R 10 年度 R 11 年度

うち基準外繰入金

合　　　　　計

R 5 年度

 収益的収支分

うち基準内繰入金

うち基準外繰入金

 資本的収支分

うち基準内繰入金

 補填財源不足額 (E)-(F)

 他会計借入金残高

 企業債残高

 内部留保資金残高

・　　　　　　　　　　　年　　度
区　　分　　　　　　　　　　　・

0
 不足する額 (D)-(C)

補
填
財
源

 １． 損益勘定留保資金

 ２． 利益剰余金処分額

 ３． 繰越工事資金

 ４． その他

計

0 0 00 0
 資本的収入額が資本的収支額に

(E) 0 0

純　計 (A)-(B)

資
本
的
支
出

 １． 建設改良費

うち職員給与費

 ２． 企業債償還金

 ３． 他会計長期借入返還金

 ４． 他会計への支出金

R 5 年度

資
本
的
収
支

資
本
的
収
入

 １． 企業債

うち資本費平準化債

 ２． 他会計出資金

・　　　　　　　　　　　年　　度
区　　分　　　　　　　　　　　・

 ９． その他

計

 (A)のうち翌年度へ繰越し
 れる支出の財源充当額

(B)

 ３． 他会計補助金

 ４． 他会計負担金

 ５． 他会計借入金

 ６． 国(都道府県)補助金

 ７． 固定資産売却代金

 ８． 工事負担金

 ５． その他

計


